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賛否による 2 群を比較した。 
【結果】 




66.2 ヶ月、介護時間は平均 12.0 時間/日、要介護 4、5 の割合は各 18.8%、39.0%で
あった。現金給付の賛否は、反対 33.3%、賛成 37.4%、どちらともいえない 29.3%で
あった。現金給付に関わる要因は、「経済的に利用できないサービス」、「介護費用の
負担感」、「問題行動数」、「地域に存在しないサービス」であった。 








































介護保険法が 2000 年に施行されて以来 10 年が経過した。制度開始当初に比べ、
要介護認定者は 218 万人から 469 万人へ、サービス受給者は 149 万人から 384 万人
へ、介護給付費は 3.6 兆円から 7.7 兆円へと倍増し、施行前と比べて公的介護サービ
スの利用が定着している。介護サービスの利用が増加したとはいえ、介護給付の利用
限度額に対する平均利用率は要介護 5 であっても 6 割、要介護 2 以下の軽度介護者に



















い地域での現金給付が認められている 9)。フランスでは 60 歳以上の要介護者に給付
されるが使途説明が求められる 8,10-12)。米国では Medicare・Medicaid 等でカバーで
きない部分に対し、消費者主導（consumer direction）という概念のもとで、15 州の
NPO プログラムとして現金給付と利用相談制度（Cash and Counseling）を試行し
ている 13,14)。カナダでは終末期の介護に限られる 8)。オランダ、ドイツ、ルクセンブ
ルクでは現物・現金の混合給付を選択できる 8,15,16)。特にドイツでは現金給付の選択
























































































除いた。残る活動実態のあると考えられる 5619 事業所から、570 事業所を抽出し郵
送で調査協力の依頼を行った。協力可能との回答が得られた 103 施設を通じて、利用
者である要介護者 850世帯へ 2種の調査票を配布し、各世帯から郵送法で回収した(図



































住地の自治体人口を 5 万人未満、5～10 万人未満、10～30 万人未満、30～50 万人未
満、50 万人以上の 5 群に分類し、「居住地の人口規模」とした。 
 
(2)現金給付の希望水準額 
介護者に対し、仮想評価法(Contingent Valuation Method; 以下 CVM とする) 35-37)
を用いて、家族介護に対し現金を給付する制度ができるとの仮定を示し、その際の現
金給付の希望額を回答してもらった。これを「現金給付の希望水準額」という変数名
とした。本研究における CVM では、介護労働 1 時間あたりの最低受け入れ意思額
12 
 
(Willingness to Accept; 以下 WTA とする)を使用し、2 つのシナリオを作成した。本
研究の WTA は郵送調査のため支払いカード方式 38,39)で回答してもらった。支払カー
ド方式は回答者に 0 円、100 円、200 円、300 円、500 円、1,000 円など最低額から
最高額を設定して示しその中から WTA を選択してもらう方法であり、自由回答方式
のように大量の無効回答が生じることを防げる 35-37)。 
シナリオ 1 では、「現在行っている家族介護の 1 時間に対し最低いくら受け取りた
いか」、WTA を回答してもらい、受け取った分、家計にプラスになることを補足した
(図 2)。シナリオ 2 では、「介護サービスの代わりに家族介護を 1 時間増加させた場合
最低いくら受け取りたいか」、WTA を回答してもらい、家計にプラスであるが、時間



















































































介護者の属性は、年齢は平均 63.7±11.2 歳、性別は女性が 73.4%、続柄は配偶者
が 42.0%を占めた。要介護者の属性は、年齢は平均 80.4±11.1 歳、性別は女性が 60.8%
であった(表 1)。 
「介護の状況」をみると、介護期間は平均 66.2±61.4 ヶ月、介護時間は平均 12.0
±8.1 時間/日であった。問題行動の数は平均 1.6±1.9 個、世帯人員は平均 3.0±1.6
人であった。要介護度は要介護 4、5 が各 18.8%、39.0%であった(表 2)。 
「介護サービスの利用状況」について、「利用回数が不足しているサービス」は不
足しているが 20.3%、「経済的に利用できないサービス」は利用できないが 10.3% 、
「地域に存在しないサービス」は存在しないが 4.3%であった。「介護費用の負担感」










賛否に回答した 321 人のうち「反対」は 33.3%、「どちらともいえない」は 29.3%、
「賛成」は 37.4%であり(表 3)、3 群間に有意な差はなかった。「要介護度」別では、
要支援が、「反対」36.4%「賛成」45.5%であった。要介護 1 が、「反対」47.6%「賛
成」19.0%であった。要介護 2 が、「反対」44.1%「賛成」32.4%であった。要介護 3
が、「反対」38.7%「賛成」30.6%であった。要介護 4 が、「反対」30.4%「賛成」30.4%
であった。要介護 5 が、「反対」27.5%「賛成」45.8%であった。「どちらともいえな










0.12 で、-2×対数尤度は 209 であった(表 6)。 
つぎに、「介護の状況」に「介護サービスの利用状況」を加えたモデル 2 では、モ
デルχ2値は有意でモデルは有効であった。「介護の状況」より「問題行動数」がオッ





















昇し、-2×対数尤度は 184 と減少し、モデル 1、モデル 2 よりモデル適合度は向上し
ていた(表 6)。 





値に換算したときの WTA(シナリオ 1)は、平均値 1,091 円、中央値 1,000 円であった
(図 7)。公的介護サービスの代わりに家族介護を 1 時間増加させた場合の WTA(シナ
リオ 2)は、平均値 1,552 円、中央値 1,000 円であった(図 8)。現金給付の賛否別では
シナリオ 1、シナリオ 2 ともに、有意な差は見られなかった(表 7)。 
0 円の回答を除いた場合は、シナリオ 1 が、平均値 1,140 円、中央値 1,000 円、シ


















































るにもかかわらず介護者の 3 分の 1 以上が、現金給付を望んでおり、希望割合は高い
と考えられる。その理由は、介護保険制度が定着した現在でも介護の負担感はさほど
減少せず 2-5)、要介護の重い者でも、サービスを限度額まで利用せず、家族介護の負







































「問題行動数」はモデル 1 でオッズ比 0.83、「介護サービスの利用状況」を調整し





















































本研究のシナリオ 1 の結果と大きな差はなかった。オランダで CVM を用いて家族介
護の WTA を介護者へ訪ねたところ、時給 9.5～10.5€で、オランダの公的介護サービ
スの家事援助給付の 40％水準 41,52)であった。日本の介護報酬における生活援助 1 時
間未満の報酬額は 2,290 円で、本研究の WTA も同等の水準であった。よって得られ
27 
 



































以上の 3 つの条件下で推計を行った結果、2008 年度の現金給付の必要額は 6,220
億円/年。同様に 2007 年度は 6,694 億円/年、2006 年度は 6,255 億円/年と推計される







介護の質の担保に課題が残される 19,23)という理由であった。米国の Cash and 
Counseling 制度は、Medicaid と比較し、費用が安い、満足感が高い、介護に対し






























第 1 に全国の要介護者（約 432 万人）を母集団とし、そこから無作為抽出を行うと
仮定すると、推定信頼度 95%、母比率推定の標本誤差が 0.05 以内となる標本数は 385
人である。本研究の回答者は 350 世帯、有効回答率は 41.2%であり、訪問看護ステー
ションの利用者で無作為抽出でないことは、平均的な要介護者、介護者を代表しない
可能性もあり一般化には注意を要する。 








金給付の上限額が 5,000 円であると認識し、WTA が低く推計された可能性を考慮す
る必要がある。 
















第 1 に、家族介護に対する現金給付の導入には、介護者の 37.4%が「賛成」、33.3%
が「反対」、29.3%が「どちらともいえない」と現在でも 3 分の 1 を超える介護者が






























サービス価格に関する研究会」報告書－. 内閣府, 2002 
http://www.caa.go.jp/seikatsu/2002/0807kaigo/a-1.pdf (2010/12/1 アクセス) 
4)堀越栄子、野村知子、斉藤弥生: 検証：介護保険制度 1 年―連合総研「介護実態サ





つ. 臨と研 82(8);100-104, 2005 
6)内閣府: 「高齢者介護に関する世論調査」. 2003  
http://www8.cao.go.jp/survey/h15/h15-kourei/index.html (2010/8/1 アクセス) 
7)内閣府: 「高齢者介護に関する世論調査」. 1995 
http://www8.cao.go.jp/survey/h07/H07-09-07-07.html(2010/8/1 アクセス) 
8) OECD: The OCCD Health Project Long-term Care for Older People. (FRANCE), 
2005 
9)林春植、宣賢奎、住居広士編者: 韓国介護保険制度の創設と展開－介護保障の国際
的視点－. ミネルバ書房(東京), 2010 
10) Barbara Da Roit, Blanche Le Bihan, AuGust Österle: Long-term Care Policies 
in Italy, Austria and France: Variations in Cash-for Care Schemes. Social Policy 
and Administration, 41(6); 653-671, 2007 
11)平山卓: フランス―現金給付方式を選択した高齢化先進国①. Community Care, 
1(3);86-89, 1999 
12)平山卓: フランス―現金給付方式を選択した高齢化先進国②. Community Care, 
2(1);76-79, 1999 
13) A.E.Benjamin, Mary L. Fennell: Putting the Consumer First: An Introduction 
and Overview. Health Serv Res, 42:1, PartⅡ; 353-361, 2007 




15)和田勝: 介護保険制度の政策過程. 東洋経済新報社(東京), 2007 
16)増田雅暢編著: 世界の介護保障. 法律文化社(東京), 2008 
17)宮崎理枝: 要介護高齢者と障害者領域の現金給付制度―イタリアにおける介添え




前の検討―. 経営論集 51;53-80, 2000 
20)川村匡由: サービス供給の問題と課題―在宅・施設サービス・現金給付等の問題か
ら. 地方財務 1996 年 8 月号;32-43, 1996 
21)Charles Yuuji Horioka: 介護保険 現金給付導入を. 日経新聞朝刊 2008 年 3 月
13 日, 2008; 27 面 
22)二木立: 介護保険制度の総合的研究. 勁草書房(東京),2007 
23)岩間大和子: 家族介護者の政策上の位置づけと公的支援―日英における政策の展
開および国際比較の視点―. 国立国会図書館レファレンス 平成 15 年 1 月号; 5-48, 
2003 









する QOL 要因. 日本農村医学会誌 54(5);767-733, 2005 
28)鷲尾昌一、大浦麻恵、森満: 高齢者福祉の諸問題. Geriatr Med 43(9); 1429-1433, 
2005 
29)内閣府政策統括室: 政策効果分析レポート No.21 在宅介護の現状と介護保険制度
の見直しに関する調査. 2006  http://www5.cao.go.jp/keizai3/seisakukoka.html 
(2010/12/1 アクセス) 
30)米花菜央、田中千枝子、生川善雄: 介護負担感に影響を及ぼす諸要因に関する検討
―介護負担尺度を用いた研究の整理を通して―. 東海大学健康科学部紀要 9;39-50, 
2004 
31)塚原康博: 介護サービスの限度利用と金銭的価値に関する研究―墨田区の個票デ
ータを用いた実証分析. 大原社会問題研究所雑誌 542;47-61, 2004 
32)清水谷諭、野口晴子: 在宅介護サービス需要の価格・所得弾力性－仮想市場法およ
び実際の介護需要による推定. ESRI Discussion Paper Series 85; 1-19, 2004 
33)Arai Y, Kudo H, Hosokawa T, et al,: Reliability and validity of the Japanese 
37 
 
version of the Zarit Caregiver Burden Interview. Psychiatry Clin Neurosci 51(5); 
281-287, 1997 
34)荒井由美子: 介護負担度の評価. 総合リハ 30;1005-1009, 2002 
35)栗山浩一: 環境の価値と評価手法―CVM による経済評価. 北海道大学図書刊行会
(札幌), 2004 
36)竹内憲司: 環境評価の政策利用 CVM とトラベルコスト法の有効性. 勁草書房
(東京), 2006 
37)肥田野登: 環境と行政の経済評価 CVM(仮想市場法)マニュアル. 勁草書房(東京), 
2005 
38)辻正次、鈴木亘、田岡文夫、他: 医療技術評価にたいする CVM(Contingent 
Valuation Method)の適用可能性:サーベイ・データによる WTP と WTA の乖離要
因の分析. 医療と社会 12(2);107-119, 2002 
39) Guofang Zhai, Takeshi Suzuki: Evaluating Economic Value of Costal 
Waterfront in Tokyo Bay, Japan with Willingness-to-Accept Measure, Water 
Resource Management, 23; 633-645, 2009   
40)川越慶太、福永奈緒: CVM(仮想市場法)による行政サービスの価値把握. 知的資産
創造 2001 年 10 月号;30-39, 2001 
41)Bernard van den Berg, Werner Brower, Job van Exel, etal: Economic valuation 
of informal care: the contingent valuation method applied to informal caregiving. 
38 
 
Health Econ. 14(2); 169-183, 2005 
42)上村さと美、秋山純和: Zarit 介護負担尺度日本語版(J-ZBI)を用いた家族介護者の
介護負担感評価. 理療科 22(1);61-65, 2007 
43)武政誠一、出川瑞枝、杉元雅晴、他: 在宅高齢脳卒中片麻痺患者の家族介護者の
QOL に影響を及ぼす要因について. 神奈川保健大学紀要 21;23-29, 2005 
44)長谷川美津枝、斉藤豊子、青堀キヨエ、他: 主介護者の介護負担感についての検討
―要介護認定者の在宅移行期間において―. 日心療内誌 7(3);163-168, 2003 









49)厚生労働省: 第４回 要介護認定の見直しに係る検証・検討会参考資料 1.2010 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/01/s0115-9.html(2010/12/20 アクセス) 




51)厚生労働省: 平成 21 年賃金構造基本調査. 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2009/index.html(20
10/8/1 アクセス) 
52) Bernard van den Berg, Han Bleichrodt, Louis Eeckhoudt: The economic value 
of informal care: a study of informal caregivers’ and patients’ willingness to pay 
and willingness to accept for informal care. Health Econ. 14; 363-376, 2005 
53) Rie Fujiwara and Francesca Colombo: the Long-term Care Workforce: 
Overview and Strategies to Adapt Supply to a Growing Demand. OECD Health 
Working Papers 44, 2009 
54) Leslie Foster, Stacy B. Dale, Randall Brown: How Caregivers and Workers 
Fared in Cash and Counseling. Health Serv Res 42:1, PartⅡ; 510-532, 2007 
55)下夷美幸: 高齢者介護とジェンダー:家族支援によるジェンダー変革の可能性. 国
立女性教育会館紀要 Vol7;33-43, 2003 
56)Jens Lundsgaard: Consumer Direction and Choice in Long-Term Care for 
Order Persons, Including Payments for Informal Care: How Can it Help 
Improve Care Outcomes, Employment and Fiscal Sustainability?. OECD 























































































0 円 100 円 200 円 300 円 400 円 500 円 600 円
700 円 800 円 900 円 1000 円 1200 円 1400 円 1600 円
1800 円 2000 円 2300 円 2600 円 2900 円 3200 円 3500 円









0 円 100 円 200 円 300 円 400 円 500 円 600 円
700 円 800 円 900 円 1000 円 1200 円 1400 円 1600 円
1800 円 2000 円 2300 円 2600 円 2900 円 3200 円 3500 円














世帯人員 ↑ 利用回数が不足 ↑ サービス満足度 ↓
介護時間 ↑ 地域にサービスがない ↑ 総合的介護負担感 ↑
介護期間 ↑ 経済的に利用できない ↑ 介護継続意志 ↑





















































































































































































n ( % )
a) 介護者年齢 349 63.7±11.2
b) 介護者性別 -
男 93 ( 26.6 )
女 256 ( 73.4 )
b) 続柄
配偶者 144 ( 42.0 )
子 126 ( 36.7 )
姻族 63 ( 18.4 )
他 10 ( 2.9 )
a) 主観的健康感(良否1-5) 344 3.2±0.7
a) Zarit介護負担感(0-88) 289 38.6±17.3
a) 介護費用(千円/月) 349 28.4±29.1
b) 居住地の人口
5万人未満 97 ( 27.8 )
5-10万人未満 68 ( 19.5 )
10-30万人未満 90 ( 25.8 )
30-50万人未満 53 ( 15.2 )
50万人以上 41 ( 11.7 )
a) 要介護者年齢 349 80.4±11.1
b) 要介護者性別
男 136 ( 39.2 )
女 211 ( 60.8 )




n ( % )
介護の状況
a) 介護期間(月) 347 66.2±61.4
a) 介護時間(平日) 324 12.0±8.1
a) 問題行動数 350 1.6±1.9
a) 世帯人員 342 3.0±1.6
b) 要介護度
要支援1-2 12 ( 3.5 )
要介護1 21 ( 6.1 )
要介護2 38 ( 11.0 )
要介護3 75 ( 21.7 )
要介護4 65 ( 18.8 )
要介護5 135 ( 39.0 )
介護サービスの状況
b) 利用回数が不足しているサービス
有 71 ( 20.3 )
無 279 ( 79.7 )
b) 地域に存在しないサービス
有 15 ( 4.3 )
無 334 ( 95.4 )
b) 経済的に利用できないサービス
有 36 ( 10.3 )
無 313 ( 89.7 )
b) 介護費用の負担感
全く負担でない 50 ( 14.5 )
多少 84 ( 24.3 )
世間並 121 ( 35.0 )
かなり 68 ( 19.7 )
非常に大きい 23 ( 6.6 )
介護の認識
b) 介護サービス満足度
不満 3 ( 1.0 )
やや不満 17 ( 5.8 )
どちらともいえない 42 ( 14.3 )
やや満足 126 ( 43.0 )
満足 105 ( 35.8 )
b) 総合的介護負担感
全く負担でない 8 ( 2.3 )
多少 75 ( 21.7 )
世間並 94 ( 27.2 )
かなり 101 ( 29.3 )
非常に大きい 67 ( 19.4 )
b) 在宅介護の継続が可能
そう思わない 26 ( 7.6 )
あまりそう思わない 15 ( 4.4 )
どちらともいえない 108 ( 31.4 )
ややそう思う 78 ( 22.7 )
そう思う 117 ( 34.0 )




n ( % ) n ( % ) n ( % ) n ( % )





n ( % ) n ( % ) n ( % )
a) 介護者年齢 94 61.4±11.8 107 64.1±9.8 120 64.0±11.9 n.s. 1)
b) 介護者性別
男 18 ( 19.1 ) 34 ( 31.8 ) 37 ( 30.8 )
女 76 ( 80.9 ) 73 ( 68.2 ) 83 ( 69.2 )
b) 続柄
配偶者 36 ( 38.3 ) 41 ( 38.7 ) 53 ( 44.2 )
子 36 ( 38.3 ) 46 ( 43.4 ) 40 ( 33.3 )
姻族 17 ( 18.1 ) 18 ( 17.0 ) 24 ( 20.0 )
他 5 ( 5.3 ) 1 ( 0.9 ) 3 ( 2.5 )
a) 主観的健康感(良否1-5) 94 3.2±0.7 107 3.2±0.6 118 3.2±0.7 n.s. 1)
a) Zarit介護負担感(0-88) 81 36.6±17.5 89 38.5±17.5 98 40.7±17.2 n.s. 1)
a) 介護費用(千円/月) 94 28.2±29.4 106 27.0±23.6 120 29.7±32.3 n.s. 1)
b) 居住地の人口
5万人未満 26 ( 27.7 ) 29 ( 27.1 ) 35 ( 29.2 )
5-10万人未満 17 ( 18.1 ) 16 ( 15.0 ) 29 ( 24.2 )
10-30万人未満 20 ( 21.3 ) 31 ( 29.0 ) 32 ( 26.7 )
30-50万人未満 23 ( 24.5 ) 16 ( 15.0 ) 9 ( 7.5 )
50万人以上 8 ( 8.5 ) 15 ( 14.0 ) 15 ( 12.5 )
a) 要介護者年齢 93 79.0±13.0 107 81.8±9.7 120 80.4±10.9 n.s. 1)
b) 要介護者性別
男 35 ( 38.0 ) 34 ( 31.8 ) 37 ( 30.8 )
女 57 ( 62.0 ) 73 ( 68.2 ) 83 ( 68.7 )











n ( % ) n ( % ) n ( % )
介護の状況
a) 介護期間(月) 94 68.7±78.2 107 59.4±50.9 119 71.7±56.0 n.s. 1)
a) 介護時間(平日) 86 12.2±7.8 102 11.1±8.0 114 12.9±8.4 n.s. 1)
a) 問題行動数 94 1.5±1.9 107 2.1±2.2 120 1.5±1.6 * 1)
a) 世帯人員 91 3.1±1.5 105 2.7±1.5 117 3.1±1.5 n.s. 1)
b) 要介護度
要支援1-2 2 ( 2.2 ) 4 ( 3.7 ) 5 ( 4.3 )
要介護1 7 ( 7.5 ) 10 ( 9.3 ) 4 ( 3.4 )
要介護2 8 ( 8.6 ) 15 ( 14.0 ) 11 ( 9.4 )
要介護3 19 ( 20.4 ) 25 ( 23.4 ) 19 ( 16.2 )
要介護4 22 ( 23.7 ) 17 ( 15.9 ) 17 ( 14.5 )
要介護5 35 ( 37.6 ) 36 ( 33.6 ) 61 ( 52.1 )
介護サービスの状況
b) 利用回数が不足しているサービス
有 21 ( 22.3 ) 25 ( 23.4 ) 22 ( 18.3 )
無 73 ( 77.7 ) 82 ( 76.6 ) 98 ( 81.7 )
b) 地域に存在しないサービス
有 2 ( 2.1 ) 7 ( 6.6 ) 5 ( 4.2 )
無 92 ( 97.9 ) 99 ( 93.4 ) 115 ( 95.8 )
b) 経済的に利用できないサービス
有 10 ( 10.6 ) 6 ( 5.7 ) 18 ( 15.0 )
無 84 ( 89.4 ) 100 ( 94.3 ) 102 ( 85.0 )
b) 介護費用の負担感
全く負担でない 15 ( 16.0 ) 28 ( 26.2 ) 5 ( 4.2 )
多少 23 ( 24.5 ) 23 ( 21.5 ) 31 ( 26.1 )
世間並 37 ( 39.4 ) 36 ( 33.6 ) 35 ( 29.4 )
かなり 18 ( 19.1 ) 13 ( 12.1 ) 35 ( 29.4 )
非常に大きい 1 ( 1.1 ) 7 ( 6.5 ) 13 ( 10.9 )
介護の認識
b) 介護サービス満足度
不満 0 ( 0.0 ) 2 ( 2.0 ) 1 ( 1.0 )
やや不満 2 ( 2.6 ) 7 ( 7.1 ) 8 ( 7.8 )
どちらともいえない 10 ( 13.2 ) 10 ( 10.1 ) 20 ( 19.6 )
やや満足 40 ( 52.6 ) 43 ( 43.4 ) 41 ( 40.2 )
満足 24 ( 31.6 ) 37 ( 34.4 ) 32 ( 31.4 )
b) 総合的介護負担感
全く負担でない 1 ( 16.0 ) 2 ( 1.9 ) 4 ( 3.4 )
多少 20 ( 24.5 ) 21 ( 19.8 ) 25 ( 21.0 )
世間並 25 ( 39.4 ) 30 ( 28.3 ) 30 ( 25.2 )
かなり 32 ( 19.1 ) 30 ( 28.3 ) 35 ( 29.4 )
非常に大きい 16 ( 1.1 ) 23 ( 21.7 ) 25 ( 21.0 )
b) 在宅介護の継続が可能
そう思わない 5 ( 1.1 ) 12 ( 11.2 ) 8 ( 6.7 )
あまりそう思わない 3 ( 21.3 ) 6 ( 5.6 ) 6 ( 5.0 )
どちらともいえない 32 ( 34.0 ) 35 ( 32.7 ) 32 ( 26.9 )
ややそう思う 22 ( 23.4 ) 21 ( 19.6 ) 28 ( 23.5 )
そう思う 32 ( 34.0 ) 33 ( 30.8 ) 45 ( 37.8 )














Odds ratio Odds ratio Odds ratio
介護の状況
世帯人員 1.16 [ 0.94 - 1.44 ] 1.26 [ 1.00 - 1.60 ] 1.30 [ 1.01 - 1.67 ] *
介護時間 1.01 [ 0.97 - 1.05 ] 1.02 [ 0.97 - 1.06 ] 1.03 [ 0.99 - 1.09 ]
介護期間 1.00 [ 1.00 - 1.01 ] 1.01 [ 1.00 - 1.01 ] 1.00 [ 1.00 - 1.01 ]
要介護度 1.16 [ 0.93 - 1.45 ] 1.21 [ 0.95 - 1.54 ] 1.20 [ 0.92 - 1.57 ]
問題行動数 0.83 [ 0.71 - 0.97 ] * 0.80 [ 0.62 - 0.90 ] ** 0.82 [ 0.67 - 1.00 ] *
介護サービスの利用状況
利用回数が不足している介護サービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 0.68 [ 0.36 - 1.96 ] 0.99 [ 0.37 - 2.60 ]
地域に存在しないサービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 0.12 [ 0.02 - 0.60 ] * 0.13 [ 0.02 - 0.75 ] *
経済的に利用できないサービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 4.02 [ 1.26 - 12.85 ] ** 4.32 [ 1.16 - 16.08 ] **
介護費用の負担感 1.94 [ 1.41 - 2.67 ] *** 2.31 [ 1.58 - 3.38 ] ***
介護に対する認識
サービス満足度 0.81 [ 0.55 - 1.19 ]
総合的介護負担感 0.75 [ 0.51 - 1.11 ]
介護継続意志 1.10 [ 0.80 - 1.51 ]





































U検定、*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001, n.s.=not significant
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表8　現金給付を導入した場合の介護者の意向
n ( % ) n ( % ) n ( % )
b) サービス利用の減小
有 39 ( 12.5 ) 15 ( 15.3 ) 15 ( 13.8 )
無 272 ( 87.5 ) 83 ( 84.7 ) 94 ( 86.2 )
a) 経済的自己負担の許容倍率 267 1.2±0.3 65 1.3±0.4 102 1.2±0.3 n.s. 1)
課せられる義務
b) 家族介護の計画立案・評価
良くない 140 ( 45.2 ) 53 ( 54.1 ) 38 ( 35.5 )
どちらともいえない 84 ( 27.1 ) 22 ( 22.4 ) 30 ( 28.0 )
良い 86 ( 27.7 ) 23 ( 23.5 ) 39 ( 36.4 )
b) ヘルパー資格の取得
良くない 163 ( 52.1 ) 61 ( 62.2 ) 45 ( 42.1 )
どちらともいえない 89 ( 28.4 ) 22 ( 22.4 ) 37 ( 34.6 )
良い 61 ( 19.5 ) 15 ( 15.3 ) 25 ( 23.4 )
b) 給付金の使途説明
良くない 145 ( 47.2 ) 50 ( 51.5 ) 40 ( 38.1 )
どちらともいえない 82 ( 26.7 ) 21 ( 21.6 ) 34 ( 32.4 )
良い 80 ( 26.1 ) 26 ( 26.8 ) 31 ( 29.4 )



























































資料 2 現金給付費用の推計(平成 19 年度) 
 
 
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1)
2,325 4,141 6,876 9,352 13,587 17,392 20,766
平均利用率（％）*1)   46.8   39.8   41.5   48.0   50.8   56.8   58.0
実際の訪問介護の給付費(千円)*2) 33,322,984 49,151,104 92,716,618 118,782,068 112,517,078 96,613,044 93,613,653
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数
2.1 2.5 2.4 2.1 2.0 1.8 1.7
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費
71,244,614 123,444,536 223,569,501 247,433,532 221,522,915 169,980,919 161,520,212
③給付可能な差額(千円)
=②-訪問介護給付費




要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1)
2,326 4,119 6,617 9,081 13,131 16,822 20,164
平均利用率（％）*1)   46.8   39.6   39.9   46.6   49.1   55.0   56.3
訪問介護の給付費(千円)*2) 32,511,877 44,937,369 107,612,292 120,079,731 109,683,851 95,205,043 93,430,129
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数
2.1 2.5 2.5 2.1 2.0 1.8 1.8
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費
69,456,684 113,469,940 269,648,743 257,598,965 223,449,094 173,182,398 166,016,252
③給付可能な差額(千円)
=②-訪問介護給付費




















要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1) 2,324 4,099 6,399 9,204 13,039 16,645 19,933
平均利用率（％）*1)   46.8   39.4   38.6   47.2   48.7   54.4   55.6
実際の訪問介護の給付費(千円)*2) 16,141,738 19,623,950 142,593,993 101,942,622 93,367,304 84,503,812 84,288,266
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数 2.1 2.5 2.6 2.1 2.1 1.8 1.8
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費 34,519,982 49,791,183 369,471,066 215,765,646 191,546,544 155,350,955 151,509,987
③給付可能な差額(千円)


































































15.  その他（ ）
年齢
同居家族 人
歳 性別 男・女 要介護度 （要支援 1･2）･1･2･3･4･5
















































































































































































































男・女 要介護度 （要支援 1･2）･1･2･3･4･5












































































































































































問 7－ 1 で選んだ現金給付額が認められたら、お仕事に影響はあると思いますか。
0000 円　　 0100 円　　 0200 円　　 0300 円　　 0400 円　　 0500 円　　 0600 円
0700 円　　 0800 円　　 0900 円　　 1000 円　　 1200 円　　 1400 円　　 1600 円
1800 円　　 2000 円　　 2300 円　　 2600 円　　 2900 円　　 3200 円　　 3500 円
4000 円　　 4500 円　　 5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
同 等　　　1.1 倍　　　1.2 倍　　　1.3 倍　　　1.4 倍　　　1.5 倍　　　1.6 倍
1.7 倍　　　1.8 倍　　　1.9 倍　　　2.0 倍　　　2.1 倍　　　2.2 倍　　　2.3 倍
2.4 倍　　　2.5 倍　　　2.6 倍　　　2.7 倍　　　2.8 倍　　　2.9 倍　　　3.0 倍






1. はい　　　　　　　　2. いいえ→問 9へお進みください。































































1 2 3 4 5
給付金で介護サービスを自由に契約できる
（給付金で介護サービスを購入した費用は全額自己負担）
0000 円　　 0100 円　　 0200 円　　 0300 円　　 0400 円　　 0500 円　　 0600 円
0700 円　　 0800 円　　 0900 円　　 1000 円　　 1200 円　　 1400 円　　 1600 円
1800 円　　 2000 円　　 2300 円　　 2600 円　　 2900 円　　 3200 円　　 3500 円


























0000 円　　0100 円　　0200 円　　0300 円　　0400 円　　0500 円　　0600 円
0700 円　　0800 円　　0900 円　 1000 円　 1200 円　 1400 円　 1600 円
1800 円　　2000 円　　2300 円　 2600 円　　2900 円　　3200 円　　3500 円
4000 円　　4500 円　　5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
0000 円　　0100 円　　0200 円　　0300 円　　0400 円　　0500 円　　0600 円
0700 円　　0800 円　　0900 円　 1000 円　 1200 円　 1400 円　 1600 円
1800 円　　2000 円　　2300 円　 2600 円　　2900 円　　3200 円　　3500 円











































0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4  

















1. 全く負担でない 2. 多少 3. 世間並 4. かなり 5. 非常に大きい




































1.  そう思わない 2.  あまりそう思わない 3.  どちらともいえない 4.  ややそう思う 5.  そう思う


























3．070 ～ 150 万円未満
4．150 ～ 250 万円未満
5．250 ～ 350 万円未満
6．350 ～ 450 万円未満
07．0450 ～ 0550 万円未満
08．0550 ～ 0650 万円未満
09．0650 ～ 0750 万円未満
10．0750 ～ 0850 万円未満
11．0850 ～ 1000 万円未満
12．1000 ～ 1200 万円未満
13．1200 ～ 1400 万円未満
14．1400 ～ 1600 万円未満
15．1600 ～ 1850 万円未満
16．1850 ～ 2300 万円未満
17． 2300 万円以上
現在のあなたの世帯全体の収入　番号 、現在のあなたご自身の収入　番号
1.  豊か 2.  やや豊か 3.  普通 4.  やや貧しい 5.  貧しい
1.  ゆとりがある 2. ややゆとりがある 3.  普通 4.  やや苦しい 5.  苦しい
－ 10 －
問２４ あなたの意見は Aと Bどちらに近いですか。
A：介護は公的介護を充実させて、家族に現金を給付すべきでない。
B ：介護は家族の手でおこない、現金を給付すべきだ。







1. A に近い 2. どちらかと言えば A 3. どちらかと言えばB 4. B に近い
1. A に近い 2. どちらかと言えば A 3. どちらかと言えばB 4. B に近い

－ 12 － 整理番号
在宅介護と介護給付の選択に関する意識調査
2 介護をしている方（介護者）について
＊＊＊「仮の話」についての補足＊＊＊
問７－１
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は同じで、自由時間も変わりません。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
問９
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は増え、自由時間は減ります。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
問１１
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は減り、自由時間は増えます。
給付金からお金を払って人に頼むので、収入にはマイナスです。
問１２
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は減り、自由時間は増えます。
給付金からお金を払ってプロを雇うので、収入にはマイナスです。
＊参考＊
各国の介護の給付制度は、大きく 3つに分類できます。
a.  公的介護サービスのみを給付する国
（公的介護サービスを充実させ、家族介護を減らし介護を社会で担うためなど
です。）
b.  現金のみを給付する国
（公的サービスが普及していない、または利用者が介護サービスを契約するか、
家族介護の対価として家計に加えるか、選択の自由があるためなどです。）
c.  公的介護サービス・現金を混合給付する国
（現金給付部分は、利用者の選択、家族介護の評価、介護による休職・失職の
所得保障のためなどです。）
